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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の端末が、パケット交換と回線交換の同時通信を許さないという制約のある第１の
通信接続から、パケット交換と回線交換の同時通信を許すことにより前記制約のない第２
の通信接続へ乗り換える際、前記第１の移動端末と第２の端末との間で回線交換通話の継
続中に、それと同時にマルチメディアのパケット交換通信を可能とする方法であって、
　前記第１の移動端末が、前記第１の通信接続から前記第２の通信接続へ前記第１の移動
端末が接続乗り換えを行ったことを検出する工程と、
　前記第１の移動端末が、前記接続乗り換えの検出に応じて、能力情報の問い合わせを前
記第２の端末へ自動的に送信する工程と、
　前記第１の移動端末が、前記第２の端末から能力情報を受信する工程と、
　前記第１の移動端末が、前記第２の端末から受信した前記能力情報に応じて、実行可能
マルチメディアアプリケーションまたはサービスまたはその両方を前記第１の移動端末の
利用者に提示する工程と
を有することを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記第１の通信接続が前記接続制約を有する第１の接続ネットワークとの接続を含み、
　前記第２の通信接続が前記接続制約のない第２の接続ネットワークへの接続を含むこと
を特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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　前記パケット交換通信が、ビデオとテキストとゲームと映像の少なくともいずれかを持
つ少なくとも１つのメディアストリームを含むことを特徴とする請求項１または２に記載
の方法。
【請求項４】
　前記回線交換通話が音声通話であることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項５】
　前記第１の端末のＰＤＰコンテキストが、前記接続乗り換えの後で、かつ、能力情報の
問い合わせを送信する前記工程に先立って設定されることを特徴とする請求項１乃至４の
いずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　実行可能な前記マルチメディアアプリケーションまたはサービスまたはその両方が、対
応するアイコン等を画面に表示することにより、または音声プロンプト等のオーディオメ
ッセージを発生することにより、前記利用者に提示されることをを特徴とする請求項１乃
至５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の端末の能力情報が、前記第２の端末への前記能力情報の問い合わせに含まれ
ることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　移動端末が、パケット交換と回線交換の同時通信を許さないという制約のある第１の通
信接続から、パケット交換と回線交換の同時通信を許すことにより前記制約のない第２の
通信接続へ乗り換える際、他の端末と回線交換通話の継続中に、それと同時にマルチメデ
ィアのパケット交換通信を可能とする移動端末であって、
　前記第１の通信接続から前記第２の通信接続へ接続乗り換えを行ったことを検出する手
段と、
　前記接続の乗り換えの検出に応じて、能力の問い合わせを前記他の端末へ自動的に送信
する手段と、
　前記他の端末から能力情報を受信する手段と、
　前記他の端末から受信した前記能力情報に従って、実行可能マルチメディアアプリケー
ションまたはサービスまたはその両方を前記移動端末の利用者に提示する手段と
を備えることを特徴とする移動端末。
【請求項９】
　前記検出手段が、前記接続制約を有する第１の接続ネットワークから前記接続制約のな
い第２の接続ネットワークへの接続乗り換えを検出することを特徴とする請求項８に記載
の移動端末。
【請求項１０】
　前記移動端末が、前記接続乗り換えの後で、かつ能力情報の問い合わせの送信に先立っ
て、ＰＤＰコンテキストを設定することを特徴とする請求項８または９に記載の移動端末
。
【請求項１１】
　前記提示手段が、前記実行可能マルチメディアアプリケーションまたはサービスまたは
その両方を、対応するアイコン等を画面に表示することにより、または音声プロンプト等
のオーディオメッセージを発生することにより、前記利用者に提示することを特徴とする
請求項８乃至１０のいずれか１項に記載の移動端末。
【請求項１２】
　前記能力情報の問い合わせを送信する前記手段が、該移動端末自身の能力情報を含むこ
とを特徴とする請求項８乃至１１のいずれか１項に記載の移動端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、概略的には回線交換部とパケット交換部を含むマルチメディア通信セッショ
ンを可能にする方法および装置に関する。詳細には、本発明は継続中の回線交換による音
声通話に加えて、ビデオ、映像、テキスト、等のパケット交換データの転送を可能にする
。
【背景技術】
【０００２】
　固定および移動通信端末は、これまで主に音声通話の実行に使われてきた。そのため、
標準化され首尾よく機能する通信技術およびプロトコルは、回線交換通信チャネルを使う
固定端末または移動端末あるいはそれらの間で音声通信のために使われる。特に移動端末
用の無線による回線交換チャネルは、音声通話に受容可能な品質と信頼性を提供するため
に設計され最適化されてきた。
【０００３】
　今日、「マルチメディア」を伴う多くの新しい電話サービスが急速に開発されているが
、これらは格段の高速伝送および大通信容量を可能とする新技術の導入によって可能とな
った。例えば、ＧＰＲＳ（汎用パケット無線サービス）およびＷＣＤＭＡ（広帯域符号分
割多元接続）技術が現に出現しており、広範な伝達速度と種々のプロトコルが必要な無線
電話サービスを可能にしつつある。今日の趨勢もまた、従来の回線交換ネットワークに比
べて大容量性と柔軟性に優る、パケット交換ネットワークおよび技術に向かっている。さ
らに、新しいサービスを扱う機能性を備え、ビジュアル情報用の高精細カラーディスプレ
イおよび多様なコーデック（符号化器／復号化器）を備えた新しい洗練された移動端末も
市場に出現している。
【０００４】
　マルチメディアサービスはオーディオ情報のみならずビデオ情報の実時間送信を要求す
ることがあり、さらに、テキスト、文書、映像、オーディオファイルおよびビデオファア
イルを表現する付加データの、多様な形式および組み合わせによる送信を要求する場合も
ある。本明細書では「マルチメディア」という用語を、通常の音声に加えて任意のデータ
の伝送を伴うどのような電話サービスを表すのにも使う。マルチメディアセッションは、
通常、音声およびその他のメディアを同時に伴う。
【０００５】
　通信分野で一般的な目標あるいは大望の的は、接続ネットワークおよび技術のタイプ如
何に関わらず、すべてのサービスを単一の伝達メカニズム即ちパケットに基づくインター
ネットプロトコル（ＩＰ）に融合することにある。最近、「ＩＰマルチメディアサブシス
テム」（ＩＭＳ）と呼ばれるネットワークアーキテクチャが、パケット領域でのマルチメ
ディアサービス提供能力を接続ネットワーク運用事業者に賦与するべく、３Ｇパートナー
シップ・プロジェクト（３ＧＰＰ）により公開規格として開発された。ＩＭＳは、ＩＰ伝
達に基づくサービスを、使用する接続技術から事実上独立可能にするためのプラットフォ
ームであり、基本的には、特定サービスのどのような制限された集合にも限定されない。
【０００６】
　しかし、パケットに基づくＩＰ伝達技術は、現在のところ主に品質と信頼性の不足から
音声通信にはいまひとつ適していない。簡単に言えば、主な違いは、回線交換チャネルが
呼の継続中にわたる固定的で帯域幅が保証された永続的な接続であって、その結果かなり
安定した品質と信頼性を持つのに対して、パケット交換ではパケット形式で伝達するべき
情報が存在する都度、種々の帯域幅の接続が一時的に設定される。したがってパケット交
換には、品質、ビットレートおよび信頼性の受容し難いバラツキを潜在的に生じさせる、
種々の予測し難い転送遅延およびパケット損失が本質的に付随している。特に無線リンク
は、限られた帯域幅と混信への敏感さから、通常、送信路の要注意部分となっている。し
たがって、パケット交換無線チャネルを使うときは、送信遅延が重要な問題となり得る。
【０００７】
　その結果、上記の観点から、伝統的な回線交換（デュプレックス通信方式）音声ベアラ
は、パケット交換（非デュプレックス通信方式）音声ベアラより優れていると現在のとこ
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ろ考えられている。このため、３Ｇ移動体ネットワークでは、ネットワーク運用事業者が
全二重の音声伝達を伴う全ＩＰマルチメディアサービスを、未だ開始できていない。
【０００８】
　これらの問題を克服するため、マルチメディア通信セッションを、回線交換電話システ
ムを使う音声伝達のための回線交換部と、ＩＰ技術によるパケット交換電話システムを使
うその他のデータ伝達用のパケット交換部に分離するべきとの提案がなされてきた。この
提案によれば、回線交換ベアラは、特に無線リンクでは、音声伝達に使われ、一方、完全
に別立てのパケット交換ベアラはその他のメディアの伝達に使われる。こうして、音声に
は伝統的な全二重チャネルによる高性能性が得られる。一方、マルチメディアサービスに
伴うその他のデータは、いずれも通常は音声ほど遅延に敏感ではないので、パケット交換
伝送で十分に対応できる。この配置により、両方の能力を持つ、例えばＧＰＲＳネットワ
ークにおけるように、回線交換伝達用の既存資源の利用によりネットワーク運用事業者の
コスト削減も可能となる。
【０００９】
　この解決法の概略を図１に示す。図１では２つの移動端末ＡとＢが、音声とデータの両
方を伴うマルチメディアセッションに使われる。端末Ａは接続ネットワーク１００Ａに接
続され、端末Ｂは接続ネットワーク１００Ｂに接続され、両接続ネットワークはそれぞれ
の無線チャネルにより無線接続を提供する。ここで各接続ネットワークは、回線交換とパ
ケット交換による伝達用に別々のアーキテクチャと論理を持つものとして、それらを各ネ
ットワーク１００Ａおよび１００Ｂ中にそれぞれ「ＣＳパス」および「ＰＳパス」として
概略を示す。
【００１０】
　この配置では、端末Ａと端末Ｂとの間のセッションに関わる種々のネットワークおよび
ノードを通るパスが、回線交換（ＣＳ）部とパケット交換（ＰＳ）部に分けられる。以下
ではこれらを略して「ＣＳ部」および「ＰＳ部」と呼ぶ。こうして、音声は「ＣＳ論理」
ブロック１０２で概略を示す別個の回線交換論理システムを介して伝達される。これには
、図示はしないが、種々のその他のネットワークと通信路が含まれてもよい。マルチメデ
ィアサービスで使われる、ビデオ、映像、テキスト等、その他のデータはいずれも「ＰＳ
論理」ブロック１０４で示す別個のパケット交換論理システムを介して伝達される。この
概略モデルでは、ＣＳ論理ブロック１０２はネットワーク１００Ａと１００ＢのＣＳ部を
含み、ＰＳ論理ブロック１０４はネットワーク１００Ａと１００ＢのＰＳ部を含む。ＣＳ
部とＰＳ部を同時に持つセッションは、例えば、ＷＣＤＭＡまたはＤＴＭ（Ｄｕａｌ　Ｔ
ｒａｎｓｆｅｒ　Ｍｏｄｅ、二重転送モード）機能を備えるＧＳＭに基づく接続で可能と
なろう。しかし、多くの現存の接続ネットワークではそのような二重モード通信は不可能
なため、今後ともしばらくは両方のタイプのネットワークが運用されよう。
【００１１】
　マルチメディアサービスを使う際、特定のセッション各々への必要条件は、利用するサ
ービスおよび発呼側、被呼側それぞれの端末能力、さらにはその他の要因により様々であ
る。セッション中、所望の情報を伝達するためには、通信規則を規定するある種のいわゆ
るセッションパラメータが発呼側、被呼側両方の端末により使われねばならない。それら
セッションパラメータは、利用可能なコーデック、アプリケーションおよび多重化方式と
関連するものであってよい。
【００１２】
　消費者市場には多種多様な端末が出回るので、マルチメディア通信を行おうとする２つ
の端末は大抵の場合能力が異なり、最初は各端末は相手の能力を全く知らない。したがっ
てマルチメディアセッションを確立するには、先ずセッション設定手順においてセッショ
ンパラメータを選択し決定しなければならない。この手順は通常前記２端末のみによる話
し合いのようなものであり、介在するネットワークノードが関わることはない。
【００１３】
　このため、これから行うマルチメディアセッションで使うセッションパラメータについ



(5) JP 4555342 B2 2010.9.29

10

20

30

40

50

て合意するため、両端末は自分固有の能力および好みに関する情報を交換しなければなら
ない。セッション設定の規格は「ＳＩＰ」（セッション開始プロトコル、ＩＥＴＦ規格　
ＲＦＣ３２６１等による）と呼ぶよう規定された。ＳＩＰはアプリケーション層の制御（
信号伝達）プロトコルであり、パケット交換論理を介してセッションを生成し、変更し、
そして終了するのに使われる。ＳＩＰでは、端末が能力情報を交換しあう呼設定の間にセ
ッションを開始するために「ＩＮＶＩＴＥ」と呼ばれるメソッドが規定されている。
【００１４】
　ＳＩＰプロトコルでは、利用者が実際に相手を「呼び出す」ことなく、一方の端末が他
方の端末にコーデックに関する能力および対応可能なアプリケーションを問い合わせでき
るための、「ＯＰＴＩＯＮＳ」と呼ばれる別のメソッドも規定されている。このメソッド
に従って、端末が「ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳ」と呼ばれるメッセージを他方の端末に送信
すると、他方の端末は最初の端末に自分の能力情報を送信することにより応答する。次い
で最初の端末は、例えば、実行可能サービスまたはアプリケーションまたはその両方をア
イコン等で画面に表示することにより、利用者にマルチメディアオプションを提示できる
。こうして、利用者は相手とこれから行う通話においてどのタイプのサービスおよびメデ
ィアを使うべきかを決定ができる。ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージへの応答後、他方
の端末も同様に最初の端末にＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージを自動的に送信してもよ
い。あるいは、このやりとりの１往復分を省くために、ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセー
ジの送信に際して端末は自分自身の能力情報を含めるべきとの提案もなされている。
【００１５】
　しかし、ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージを交換するには、先ず端末の「ＰＤＰコン
テキスト」が設定されねばならない。というのは、ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージは
ＰＤＰコンテキストを介してのみ送信できるからである。移動端末へのＰＤＰコンテキス
トの設定は、その端末への一時的ＩＰアドレスの割り当てを含む。これにより、その後そ
の端末がどこに位置しようと、データパケットを通信できるようになる。ＰＤＰコンテキ
ストは、基本的には、例えば端末電源の投入時等、いつでも設定可能である。
【００１６】
　ＯＰＴＩＯＮＳメソッドは現在のところＰＣ（パーソナルコンピュータ）端末でのみ対
応されるが、移動端末への導入も期待される。もし両方の接続ネットワークがそのとき使
っているＣＳ部に加えてＰＳ部の確立を許すならば、ＯＰＴＩＯＮＳメソッドの使用によ
り、音声通話を継続中に、実時間ビデオまたは映像交換等、パケットによるメディアを使
ってその通話を拡充することもできる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　上記の技術的背景を前提として、予想され得る問題は、２つの端末が単純な音声通話を
行うとき、その一方（または両方）が接続ネットワークの限界のために、継続中の音声通
話に加えてパケット交換通信が許されない等の接続の制約（以後「接続制約」という）に
煩わされ兼ねない現状にあることである。したがって、その端末にはＰＤＰコンテキスト
が設定されない場合もある。例えば、標準的なＧＳＭネットワークは、ＰＳ接続を別立て
で許すかもしれないが、ＰＳ接続とＣＳ接続を同時に扱うことはできない。その場合、Ｐ
ＤＰコンテキストはＰＳ接続については設定可能である。
【００１８】
　例えば、もし一方の端末Ａが、ＤＴＭ能力のない標準的なＧＳＭネットワークに接続し
ているときのように、ＣＳとＰＳの同時通信を許さないという接続制約の下にあるときは
、音声通話に加えてＰＳ部を確立することによりその通話に対してマルチメディアを導入
することは不可能である。この事実は、他方の端末Ｂが、ＷＣＤＭＡネットワークまたは
ＤＴＭ能力を持つＧＳＭネットワークのようなＣＳとＰＳの同時通信を許す接続ネットワ
ークに接続しているとしても成り立つ。さらに、上記の制約のあるネットワークでは、音
声通話の実行中に端末利用者が能力を問い合わせようとしても、端末の一方または両方で
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のＰＤＰコンテキストの欠如のため、ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージを通信できない
。このように、制約のある接続の下の端末は、ＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージを送信
することも受信することもできない。
【００１９】
　さらに、例えばあるサービスエリアから別のサービスエリアへ移動する場合のように、
通話の継続中に端末がその無線接続を乗り換える既知のメカニズムがあるが、これは潜在
的にマルチメディアへの必要条件を変更するかもしれない。例えば、二重の無線部を持つ
ことによりＧＳＭ接続とＷＣＤＭＡ接続の両方が可能な端末もある。それでも、二重の接
続能力を有する少なくとも一方の端末Ａへの接続制約のため、最初２つの端末Ａと端末Ｂ
はマルチメディアセッションの確立を妨げられる場合もある。したがって、その後通話の
継続中に端末Ａが、例えば標準的なＧＳＭ接続からＷＣＤＭＡ接続への乗り換えにより、
追加ＰＳ部を許す新しい接続を行うとしても、最初は回線交換の音声通話のみが実行可能
である。同一ネットワーク内の１つのセルから別のセルへのハンドオーバにより、前記接
続制約のない新しい接続を取得ができるネットワークもいくつか存在する。
【００２０】
　以上の事情から、端末利用者は、その接続が回線交換音声通話の確立後のいつかの時点
では可能になるとしても、マルチメディア導入による音声通話の拡充を妨げられる場合も
ある。結果として、端末利用者は技術的には可能なときにもマルチメディアを使う機会を
逃し、またネットワーク運用事業者はそこから得るはずの収入を逃すことになる。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明の目的は、少なくとも１個の移動端末を含むマルチメディア通信セッションを可
能にする解決法を提供することである。本発明のもう１つの目的は、パケット交換部と回
線交換部を含むセッションが、そのようなセッションを許す接続の取得に反応して、端末
利用者に通知がなされるようにすることである。
【００２２】
　これらの目的等は、第１の移動端末と第２の端末との間で継続中の回線交換呼にマルチ
メディアを可能とする方法および配置を提供することにより達成される。ここで、前記第
１の端末は、パケット交換と回線交換の同時通信を許さないという制約のある第１の接続
を使っている。第１の接続から第２の接続への接続の乗り換えが検出される。ここで第２
の接続は、パケット交換と回線交換の同時通信を許すことにより上記の制約のない接続で
ある。すると、前記検出工程を受けて、能力の問い合わせが第２の端末に送信され、能力
情報が第２の端末から受信される。その後、受信された能力情報に応じて、実行可能マル
チメディアアプリケーションまたはサービスまたはその両方が利用者に提示される。
【００２３】
　前記第１の接続は、前記接続制約のある第１の接続ネットワークとの接続に伴って生じ
たものであってもよく、また前記第２の接続は、前記接続制約のない第２の接続ネットワ
ークへの接続に伴って生じたものであってよい。前記パケット交換通信は少なくとも１つ
の、ビデオ、テキスト、ゲームまたは映像用またはその両方のデータのメディアストリー
ムを含むものであってよく、また前記回線交換呼は通常は音声通話である。
【００２４】
　第１の端末のＰＤＰコンテキストが未確立ならば、接続の乗り換えの後、そして能力の
問い合わせの前に、それを確立してもよい。
【００２５】
　実行可能マルチメディアアプリケーションまたはサービスの利用者またはその両方への
提示は、対応するアイコン等の画面への表示によってもよく、または音声プロンプト等の
音声メッセージの発生によってもよい。
【００２６】
　前記端末間で交換されるメッセージの量を省くため、好ましくは、第１の端末の能力情
報は第２の端末への能力の問い合わせに含められる。
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【００２７】
　本発明の別の特徴によれば、パケット交換と回線交換の同時通信を許さないという制約
のある第１の接続が使われるとき、移動端末は他の端末との継続中の回線交換呼にマルチ
メディアを可能とするよう構成される。前記移動端末は、第１の接続から、パケット交換
と回線交換の同時通信を許すことにより制約のない第２の接続への接続の乗り換えを検出
する手段を含む。前記移動端末はさらに、前記接続の乗り換えの検出を受けて他方の端末
に能力の問い合わせを送信する手段、他方の端末から能力情報を受信する手段、および受
信した能力情報に応じて実行可能マルチメディアアプリケーションまたはサービスまたは
その両方を利用者に提示する手段を含む。
【００２８】
　前記検出手段は、前記接続制約のある第１の接続ネットワークから前記接続制約のない
第２の接続ネットワークへの接続の乗り換えを検出するよう構成されてもよい。前記移動
端末はまた前記接続の乗り換えの後で、そして能力の問い合わせの送信の前に、ＰＤＰコ
ンテキストを確立するよう構成されてもよい。
【００２９】
　前記提示手段は、実行可能マルチメディアアプリケーションまたはサービスまたはその
両方を、対応するアイコン等の画面への表示により、または音声プロンプト等の音声メッ
セージの発生により、提示するよう構成されてもよい。
【００３０】
　能力の問い合わせを送信する手段は、好ましくは、その端末自身の能力情報をそこに含
めるよう構成される。
【００３１】
　本発明のさらなる特徴およびその利点を、以下の詳細な記述の中で説明しよう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　本解決法について、図２に示す通信シナリオを参照しながら説明することとしよう。最
初、マルチメディア通信が可能な移動端末Ａが他の端末Ｂとの音声通話に使われている。
ここで端末Ｂは、移動端末、固定電話機、ＰＣ、等任意の通信装置であってよく、同じく
マルチメディア通信が可能である。こうして通話の最初の期間ｔ１で、端末Ａは第１の接
続ネットワーク２００の基地局に適当な無線チャネルを使って接続される。そして期間ｔ
１で、端末Ａと端末Ｂとの間の回線交換音声接続が、矢印２０２（ｔ１）で示すように、
第１の接続ネットワーク２００を介して何らかの適当な回線交換通信用プロトコルに従っ
て実行される。これについてここでのさらなる説明は、本発明の理解には不要である。
【００３３】
　端末Ａの利用者は、端末Ｂとの他のメディアの通信、例えば、映画、文書またはオーデ
ィオファイルの送信や受信、または何らかの電子ゲームのオンライン実行により、音声通
話を拡充したいと望むかもしれない。しかしながらこの例では、この点について、第１の
ネットワーク２００がパケット交換通信を回線交換音声通話と同時に行えないため制限さ
れる。したがって、端末Ａはネットワーク２００が課す接続制約の被害を受けることにな
り、また端末ＡのＰＤＰコンテキストがネットワーク２００により設定されないかもしれ
ない。端末Ａの利用者が、例えば上述のＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージの送信により
能力の問い合わせを行おうとしても、パケット交換能力が欠如しているか少なくとも音声
通話とは同時的ではないネットワーク２００によっては、このメッセージは全く処理する
ことができない。
【００３４】
　音声通話のある時点で、端末Ａは第１のネットワーク２００から退去して、パケット交
換と回線交換の同時通信を伴う「二重モード」通話を処理する能力を持つ第２の接続ネッ
トワーク２０４へ移動する。したがってこの状況では、ネットワーク２０４はいかなる接
続制約も課すことはない。一例として、ネットワーク２００はＣＳ転送のみを許す従来か
らのＧＳＭ技術を使い、ネットワーク２０４はＣＳとＰＳの同時転送を許すＷＣＤＭＡ技
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術またはＧＳＭ／ＤＴＭ技術を使うとしてもよい。
【００３５】
　端末Ａは、マルチメディア通信が可能なことに加えて二重の無線部も備えており、その
ため、使う無線技術が異なっていても、ネットワーク２００から新しいネットワーク２０
４へ接続を乗り換えることができるとしてもよい。その実行に既知のシステム間ハンドオ
ーバ手順が使われてもよい。その手順についてのここでのさらなる説明は本発明の理解に
は不要である。さらに、端末Ａがいったんネットワーク２０４に接続されると、ネットワ
ーク２０４によって端末ＡにＰＤＰコンテキストが設定されるとしてもよい。こうして、
前記通話の第２の期間ｔ２で、端末Ａは接続ネットワーク２０４に接続され、矢印２０２
（ｔ２）に示すように、端末Ａと端末Ｂとの間の回線交換音声接続が、第２の接続ネット
ワーク２０４を介して期間ｔ２で実行される。
【００３６】
　ネットワーク２０４では端末Ａは今やいかなる接続制約にも煩わされないので、継続中
の音声通話をマルチメディアの導入によって拡充することが可能となる。この接続の乗り
換えは、通常、どちらの端末利用者にも気づかれずに実行される。したがって、端末Ａの
利用者も端末Ｂの利用者も、何らかの方法で通知されない限り、この突然のマルチメディ
アを使うオプションには気づかないであろう。
【００３７】
　本発明の解決法によれば、マルチメディアを許す接続への乗り換え（この場合は第２の
接続ネットワーク２０４への接続）の検出に応じて、端末Ａは新しく設定されたＰＤＰコ
ンテキストを使って能力の問い合わせ（例えばＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージ）を端
末Ｂに自動的に送信するよう構成される。前記能力の問い合わせを受信すると、端末Ｂは
自らの能力情報を端末Ａへ送信することにより応答する。しかし、ネットワーク２０４に
おいて端末ＡのＰＤＰコンテキストが未設定であると、端末Ａは能力の問い合わせの送信
の前に、先ずＰＤＰコンテキストを要求しなければならない。通常、ＰＤＰコンテキスト
の要求は端末Ａのホームネットワーク中のＩＭＳネットワークに転送される。するとＩＭ
Ｓネットワークは、何をおいても先ずその端末に一時的なＩＰアドレスを割り当てる。Ｐ
ＤＰコンテキスト設定の手順は既知であり、これのより詳細な説明は本解決法の理解のた
めには不要である。
【００３８】
　端末Ｂから能力情報を受信すると、端末Ａは利用者に対して何らかの方法で新しいマル
チメディアオプションを提示する。その方法は、例えば、対応するアプリケーションまた
はサービスのアイコン等を画面に表示する、または音声プロンプト等オーディオメッセー
ジを用いる等である。一般にマルチメディアオプションは何らかの適当な方法で提示可能
であり、この点について本発明が制限されることはない。こうして、端末Ａの利用者は、
ネットワーク２０４への接続の乗り換えで可能となる新しい通信の可能性について自動的
に通知され、パケット交換接続によるマルチメディアの通信により通話を拡充するために
、提示された中からいずれかのタイプのサービスまたはアプリケーションまたはその両方
を選択できることになる。これを矢印２０６を追加して示す。
【００３９】
　端末Ａからの能力の問い合わせへの応答後、端末Ｂもまた、新しく使用可能となるマル
チメディアアプリケーション／サービスを自らの利用者に提示するために、端末Ａに能力
の問い合わせを自動的に送信してもよい。能力情報交換の手順そのものは既知である。さ
らに、この遣り取りの１往復分を省くため、端末がＳＩＰ　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージを
送信する際にそれ自らの能力情報を含めるべきとの提案が既になされている。
【００４０】
　図３に示す信号伝達ダイヤグラムを参照して、図２のシナリオに従って本発明の方法を
実施するための典型的な信号伝達手順について説明しよう。以上に見たように、ダイヤグ
ラムは、移動端末Ａ、接続制約のある第１の接続ネットワーク２００、接続制約のない第
２のネットワーク２０４、および端末Ｂを含む。端末Ｂに使われる接続ネットワークは図
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にないが、この文脈から端末Ｂはいかなる接続制約にも煩わされないと仮定している。端
末Ｂは、移動または固定のいずれでもよく、ＰＳとＣＳの同時通信が可能ないかなる通信
装置であってもよいことに留意されたい。
【００４１】
　第１の工程３００において、端末Ａは、例えば電源投入時等に、第１のネットワーク２
００へ接続する。次の工程３０２は、端末Ａと端末Ｂとの間に回線交換音声通話が確立さ
れることを示す。端末Ａおよび端末Ｂのどちらがそれぞれ発呼側か受呼側かは問題にはな
らない。
【００４２】
　工程３０４において、通話の開始を受けて、端末Ａはこの通話でいかなるマルチメディ
アオプションが使用可能かを決定するため、端末Ｂに能力の問い合わせ（例えば、ＳＩＰ
　ＯＰＴＩＯＮＳメッセージ）を送信するよう始動される。しかし、第１のネットワーク
２００はＰＳ通信を同時に扱う能力がないので、このメッセージを理解できない。同様に
、工程３０６では、通話の開始を受けて、端末Ａが端末Ｂに能力の問い合わせを送信する
よう始動されてもよいが、第１のネットワーク２００は先と同様の理由でこのメッセージ
も理解できない。その結果、能力の問い合わせ３０４、３０６のいずれもが、ネットワー
ク２００の制約のために転送できない。どちらの端末も能力の問い合わせへの応答を受信
しないので、それぞれの利用者にはどのようなマルチメディアオプションも表示されない
かまたはマルチメディアができない旨提示され、したがってその時点ではマルチメディア
により通話を拡充することはできない。
【００４３】
　通話のその後のある時点、次の工程３０８において、端末Ａは、第２の接続ネットワー
ク２０４へのシステム間ハンドオーバを行う。もし端末ＡのＰＤＰコンテキストが未設定
なら、次の工程３１０において、ネットワーク２０４との新しい接続を使ってこれの設定
が行われる。
【００４４】
　本解決法によれば、前記ハンドオーバを受けて、次の工程３１２において、端末Ａは、
設定されたＰＤＰコンテキストを介して、能力の問い合わせ（例えばＳＩＰ　ＯＰＴＩＯ
ＮＳメッセージ）を端末Ｂに送信するよう始動される。第２のネットワーク２０４はこの
メッセージを処理可能であり、前記能力の問い合わせを端末Ｂに伝える。次に、端末Ｂは
、工程３１４において、能力情報を送信することにより応答する。端末Ｂからの能力情報
を受信すると、次の工程３１６で、端末Ａは、端末Ａおよび端末Ｂの両方の能力の範囲内
で使用可能なマルチメディアオプションを、例えば対応するアイコン等を画面に表示する
ことにより利用者に提示する。
【００４５】
　好ましくは、端末Ｂもまた、工程３１２の端末Ａからの能力情報の受信に応じて、次の
工程３１８で端末Ａに能力の問い合わせを送信する。そして、工程３２０で端末Ａの能力
情報を受信すると、端末Ｂも同様に、次の工程３２２でマルチメディアオプションを利用
者に、例えば対応するアイコン等を画面に表示して提示する。端末Ａおよび端末Ｂの両方
ともが今やそれぞれの利用者にマルチメディアサービスまたはアプリケーションまたはそ
の両方を提示したので、利用者はマルチメディアを自由に導入して、なおも継続中の音声
通話を拡充することができる。これを最終工程３２４に示す。
【００４６】
　以上で説明した、継続中の音声通話にマルチメディア通信を可能にする手順は、本発明
の範囲内で修正されることがあってもよい。例えば、能力情報の交換における工程数は、
端末Ａが自らの能力情報を能力の問い合わせメッセージ３１２に含めることにより、工程
３１８および工程３２０を省けるようにするならば、減らすことができる。
【００４７】
　端末Ａによる接続乗り換え検出の実行可能な手順を、端末Ａの論理構造を概略的に示す
図４を参照してより詳しく説明しよう。端末Ａには、無線機能およびサービス機能を扱う
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特定の論理が実装されている。それぞれを論理ユニット４００および４０２で示す。この
事例では、無線論理ユニット４００はネットワーク２００、２０４の両方との無線接続に
対処できる。各論理ユニット４００、４０２は、ここでの説明では深入りしないが、最も
一般的な規格に準拠したプロトコルスタックを含む。端末中には他の論理（図示されてい
ない）も勿論実装されているが、これらについてはここでの説明は不要である。
【００４８】
　サービス論理ユニット４０２の上に、サービス論理ユニット４０２に制御されて種々の
サービスを可能にする一連のアプリケーションａ１、ａ２、ａ３、・・・が組み込まれる
。例えば、あるアプリケーションａ１は、特定フォーマットのビデオファイルを対応する
コーデックを使って再生するのに使うことができる。また別のアプリケーションａ２は、
特定フォーマットの映画を、他方の端末Ｂから別の適当なコーデックを使って受信しなが
ら表示するのに使うことができる等々である。
【００４９】
　端末Ａがネットワーク２００からネットワーク２０４へシステム間ハンドオーバを行う
とき、無線論理ユニット４００は、内部メッセージ４０６を使ってサービス論理ユニット
４０２に通知を行う。すると、既に述べたようにＰＤＰコンテキストが設定されているな
らば、サービス論理ユニット４０２は、能力の問い合わせを端末Ｂに送信するよう、内部
メッセージ４０８を使って無線論理ユニット４００に命令する。するとこれに応じて、能
力の問い合わせ４１０が、無線論理ユニット４００から発出される。端末Ｂからの能力情
報の受信後、マルチメディアサービスのオプションが決定され、サービス論理ユニットは
これらのオプションを、例えば端末Ａの画面上のアイコンとして、利用者に提示する。
【００５０】
　図５のフローチャートを参照しながら、本発明に準拠する、移動端末中のマルチメディ
ア通信セッションを可能にする基本的な手順について説明する。この手順は、図２および
図４に示される端末Ａのような移動端末で実行される。第１の工程５００で、移動端末は
移動体ネットワークへの最初の接続を行う。この最初の接続は、パケット交換と回線交換
の同時通信を許さないという制約を持つ。この接続を使って次の工程５０２で他の端末と
の回線交換通信（通常は音声通話）が確立される。
【００５１】
　前記通話のその後のある時点、次の工程５０４で、例えば上記のようにシステム間ハン
ドオーバを行うことによる第１の接続から第２の接続への乗り換えが検出される。その後
、工程５０６で、新しい接続が、継続中の音声通話と同時的なパケット交換通信を許すか
どうかが決定される。もし許されないならば、工程５０８に従って、それ以上は何もせず
に音声通話が継続する。しかし、第２の接続がＣＳ部とＰＳ部の両方を含むセッションを
許すならば、即ちマルチメディア通信を可能にするものであるならば、工程５１０で示さ
れるように、移動端末は自動的に他方の端末に能力の問い合わせを送信する。他方の端末
から能力の問い合わせへの応答を受信した後、最終工程５１２で、実行可能なマルチメデ
ィアサービス／アプリケーションが移動端末利用者に提示される。利用者は、その後は、
既に述べたように、音声通話をマルチメディアによって自由に拡充することができるよう
になる。
【００５２】
　あるいは、工程５０４で検出された接続乗り換えが、同じ第１のネットワーク内で、例
えば、制約のあるセルからＰＳとＣＳの同時通信を許す別の制約のないセルへのハンドオ
ーバを行うことにより取得された新しい接続であってもよい。
【００５３】
　以上のように、本発明は、新しい接続という手段により、技術的に可能になったらでき
るだけ速やかに、マルチメディアの使用機会を端末利用者に提供するものであり、ネット
ワーク運用事業者もまたそこから収入を獲得することになる。
【００５４】
　本発明について特定の例示的な実施形態を参照しつつ説明したが、その説明は一般に本
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発明のコンセプトの例示を意図するのみのものであり、添付の請求項によって規定される
本発明の範囲を限定するものでないことを理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
　本発明についてこれから、好ましい実施形態を使いまた添付の図面を参照して、より詳
しく説明するものとしよう。ここで、
【図１】既知の解決法によるマルチメディア通信セッションの概略図である。
【図２】本発明が使われ得るシナリオの概略図である。そのシナリオでは移動端末Ａが１
つの接続ネットワークから別の接続ネットワークへ乗り換える。
【図３】本発明に準拠する、マルチメディアセッションを可能にする手順の第１の実施形
態を示す信号伝達ダイヤグラムである。
【図４】１つのネットワークから別のネットワークへと接続乗り換えを行う移動端末の概
略ブロック図である。
【図５】本発明に準拠する、マルチメディアセッションを可能にする基本的な手順を示す
フローチャートである。

【図１】 【図２】
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